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ブランド中心マーケテイングとブランド･システム

- ワコールのブラン ド構築期 を事例 に-

安 賢 貞

は じ め に

本稿は株式会社ワコール (創業当時は和江商

辛,以下ワコールと略す)の事例研究を通じて,

ブランド中心マーケテイングの意義およびブラ

ンド･システムの形成プロセスを分析すること

を課題とする｡

近年,｢ブランド,その名前やシンボルと結
びついたブランドの資産と負債の集合｣と定義

されるブランド･エクイティ1)の登場は,ブラ

ンドに対する学界及び実務界の関心を大いに引

き起こした｡日本においてもマーケテイング研

究の重要概念として注目を集め,ブランド･エ

クイティだけではなく,ブランド全般に関する

議論が盛んになっている｡

アメリカにおけるブランド-の注目の背景と

しては,市場開放の進展に伴う競争のグローバ

ル化,技術変化の加速化,流通業者のパワー増

大とチャネルの変革,投資家からの圧力,消費

者の変化などが指摘される｡ 日本でも価格志向

の高まりや流通システムの変革,そして消費社

会の成熟がその背景として挙げられる｡ このよ

うな背景の下,特に市場の成熟と競争の激化に

伴って,持続的競争優位を確保するための手段

として,マーケテイングにおけるブランドの意

義が再考され始めたことはアメリカと日本に共

通する｡ ブランドは従来,マーケテイング論の

製品戦略の一部として主に議論されてきたが,

マーケテイング全般に係わる,マーケテイング

1) D.A.Aaker,ManagmgBrandEquity,FreePress,

1991 (陶山計介 ･中田善啓 ･尾崎久仁博 ･小林暫訳

『ブランド･エクイティ戦略』ダイヤモンド社,1994

年)を参考｡

意思決定の基準として,ブランドの意義が再評

価されているのである｡ ブランドを長期的投資

の対象と考えるブランド･エクイティ概念が注

目を浴びているのもそのためである｡

このような認識を基礎としてなされた代表的

な議論の一つが,いわゆるブランド中心マーケ

テイングである｡マーケテイング論におけるブ

ランドの意味を再認識するために,さらにブラ

ンド研究の理論的枠組みを設定するためにもそ

の意義を明らかにする必要がある2)｡

ブランド中心マーケテイングの意義の解明に

おいて,まず考えなければならない論点は,ブ

ランド中心マーケテイングをどう捉えるか,そ

れをマーケテイング論の中でどう位置づけるか,

さらに,その対象は個別ブランドなのかそれと

もブランド･システムなのかである｡

まず,本稿ではブランド中心マーケテイング

を自社ブランドに対する顧客のロイヤルティ3)

を獲得し,それを長期的,持続的に維持するこ

2) ブランド中心マーケテイングの捉え方は論者によって

様々であるO 代表的なものとしては,鳥居直隆 『ブラン

ド･マーケテイング』ダイヤモンド社,1996年,そして,

田中洋 ｢マーケテイング基礎概念としてのブランド｣,

｢ブランド主導型マーケテイング ･マネジメント｣(育

木幸弘 ･小川乳輪 ･亀井昭宏 ･田中洋編著 『ブランド･

マネジメント体系』 日本経済新聞社,1997年,87-102

ページ,115-132ページ)を参照されたい｡また,研究

者の諸理論に対する体系的な整理は次の機会にしたい｡

3) 本稿ではブランド･ロイヤルティを ｢消費者の特定ブ

ランドに対する長期的,好意的態度 (愛顧),さらにそ

れが購買として現れること｣と見なす｡ブランド･ロイ

ヤルティの研究においては1920年以来,行動面で捉える

論者と態度面で捉える論者間の議論が繰り広げられてき

た｡本稿では両面から捉える立場をとる｡ブランド･ロ

イヤルティの捉え方に関する議論の歴史については,

H.Assael,ConsumerBehaviorandMarketmgAction,6th

ed.,South-Western CollegePubllShlng,1998,pp

130-134を参考のこと｡
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とを目的とする,4Pを含む統合的活動と捉え

る｡ 従って,顧客のロイヤルティを獲得,維持

することが意識的,計画的かつ統合的に行われ

たのか,またそのような認識は生産,チャネル,

宣伝などにおける投資及び管理にどう影響した

のかが本稿の事例研究における焦点となる｡

ブランド中心マーケテイングの対象としては

個別ブランドではなく,複雑な相互関係を伴う

ブランドの集合体であるブランド･システム4)

を考える｡ それによって個々のブランドの独立

性だけではなく,相互連関性をも視野に入れた

ブランド中心マーケテイングを考えることがで

きる｡現代の寡占企業のうち,単一のブランド

しか持たない企業は数少なく,ほとんどの企業

が複数のブランドを抱えており,またそれらは

互いに影響を与える｡ 特に日本企業は多数のブ

ランドを所有するだけではなく,企業ブランド

の影響が強い,言い換えればブランド間の垂直

的関係が強いことが指摘されている5)｡従って,

ブランド中心マーケテイングの対象を個別ブラ

ンドに限定すると,日本企業のブランドを十分

に捉えることが困難な場合が生じる｡

本稿の研究方法としては実証的,歴史的分析

4) ブランド･システムは通常,企業ブランド,レンジ･
ブランド,商品ライン･ブランドなどの垂直的階層関係
を伴う｡階層関係の頂点には企業ブランドがあり,それ
は製品またはサービスを提供する企業を識別するものと
なる｡レンジ･ブランドはいくつかの製品クラスにまた
がるブランドである｡レンジ･ブランドの下には商品ラ
イン･ブランドがあり,商品ライン･ブランドはサブ･
ブランドによって詳細に規定される場合もある｡詳しく

は,D.A Aaker,BuildingStrongBrands,FreePress,
1996 (陶山計介･小林哲･梅本春夫･石垣智徳訳 『ブ
ランド優位の戦略』ダイヤモンド社,1997年)を参照さ
れたい｡
5) 池尾恭一｢成熟消費社会におけるブランド戦略｣『流
通情報』1994年12月,13ページ｡池尾氏は企業がとりう
るブランド名戦略を次のように区分した｡①企業が複数
のブランドを持ち,個 の々ブランドは限られた範囲の製
品にしか適用せず,またそれらが同じ企業のものである
ことは強調しない個別ブランド戦略,(参全ての製品に統
一のブランド(多くの場合企業ブランド)を冠する統一
ブランド戦略,③統一ブランドのもとに個別ブランドを
設定するサブブランド戦略である｡また,日本では①の
個別ブランド戦略を取る企業が少なく,③のサブブラン
ド戦略を取るにしても企業名の万が強調され,統一ブラ
ンド的色彩の濃いものが多いことをも指摘した｡
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を用いる｡ 現在様々な角度からブランドに対す

る研究が進められているが,日本企業のブラン

ドに対する実証的,歴史的研究は必ずしも十分

に行われていない｡アメリカとは違った経営方

式,組織を持つ日本企業のブランドを理解する

ためには,このような研究が求められる6)｡

具体的な分析においては ｢ワコール｣をその

対象とする｡ ワコールは日本のインチメート･

アパレル7)業界,さらにアパレル業界全体を代

表する企業の一つであり,戦後の企業活動を通

じて ｢ワコール｣という強いブランドを構築し

た企業である｡ 現在においても国内のみならず,

海外においてもワコール ･ブランドにロイヤル

ティを示す消費者は数多く存在する｡

本稿は1950年代及び60年代に焦点を当て分析

を行う｡ なぜならば,73年に日本経済新聞社が

行った調査で,ワコール ･ブランドは消費者が

一流であると思う銘柄で56.2%,購入したい銘

柄で32.7%を占め,他のブランドを大 きく上

回っていた8)ことから,多数の消費者がワコー

ルにブランド･ロイヤルティを示す状況は,早

くも70年前後に見ることができるからである｡

本稿の構成は次の通りである｡第 Ⅰ節で日本

におけるインチメート･アパレル普及の特徴と

ワコールの創業状況を概観し,第Ⅱ節と第Ⅲ節

ではワコールのブランド中心マーケテイングを

50年代における単一ブランドによる訴求と60年

代におけるブランド･システムの形成に分けて

考察する｡ 最後に本文の考察を基盤に,冒頭で

6) 青木他編,前掲書,435ページで青木氏は,ブランド
問題における研究,実務面での今後の課題について,
｢日本の事例に基づくヒストリカルなブランド研究｣を
挙げ,｢ア-カーの議論だけでは日本にストレートに適
用し難しいブランドの問題を,事例を十分に取り込んだ
うえで研究を深める｣JJZ､要を指摘した｡
7)以下ではインチメート･アパレルと洋装下着を同義で
使う｡

8) この｢繊維2次製品銘柄調査｣の結果によると,ファ
ンデーション部門においては,｢ワコール｣ブランドが
知名銘柄で91.6%,一流銘柄で56.2%,購入希望銘柄で
32.7%を占めている｡それに対して,その競合ブランド
である｢トリンプ｣は各項目において47.5%,18.1%,
9.2%を,｢カネボウ･エレガンス｣は66.9%,15.7%,
6.8%を占めることに止まっている｡
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取 り上げた課題に対する分析をまとめると共に

今後の課題を述べたい｡

Ⅰ 日本におけるインチメー ト･アパレルの

普及とワコールの創業

1 インチメート･アパレルの普及

日本女性の衣服は,戦後アメリカの文化 ･生

活様式が浸透する中で急速に洋装化した｡男性

の場合,和服から洋服への転換はすでに昭和の

初期に行われたが,女性の洋装化は戦後ようや

く始まったのである9)｡ しかし,洋装下着の普

及は洋装化と同時に進行 したわけではなく,そ

れには1950年を前後に登場したインチメート･

アパレル ･メーカーのマーケテイング活動が大

きな役割を果たした｡メーカーによって普及が

促されたことは欧米とは異なる日本インチメー

ト･アパレル業界の特徴と言える10)｡

一般のアパレル (外着)の普及においては,

家庭で生地を衣服に縫製する,または町の仕立

屋に縫製を委ねるという過程が,戦前から70年

代まで続いた11)｡しかし,インチメート･アパ

レルの場合はその過程がほとんど見られない｡

9) 50年代にはある程度洋装が一般化した｡1954年に藤田

雪子氏が東京の家庭婦人を対象に行った調査によると,

20代では93%が洋服だけを使用し,30代では57%,40代

では26%,50代では7%となっている (青地農 ｢洋裁

ブーム｣『婦人公論』1955年 8月号,193ページ)｡洋服
の普及は全般的に洋風化の傾向の強かった20代の若い層

から始まったのである｡

10) 欧米でブラジャーとガー ドルという現在のようなファ

ンデーションが使われ始めたのは,第1次世界大戦後で

あった｡戦争に出た男性に代わる労働力として女性が働

くことになり,彼女らが全身の自由な動きを可能にする

衣服を求めたためである｡ファンデーションにおいては

コルセットが縮小し,やがてブラジャーとガードルとい

う現在のような形にまで変遷した｡1930年代になると,

女性の社会進出が活発になり,これらが女性の必需品と

して定着した (天野正子 ･桜井厚 『モノと女の戦後史』

有信堂,1992年,46-49ページ)0

ll) 木下明浩 ｢1980年代日本におけるアパレル産業のマー

ケテイング(1)｣『経済論叢』第146巻第2号,1990年8月,
67ページによると,｢日本におけるアパレル (外着)産
業は1970年代に成立した｡それまで,生地を衣服に縫製

する過程はしばしば家庭内労働力あるいは仕立屋に委ね

られていたが,1980年代に至り衣服はほぼ全面的に既製

化され,大量生産された衣服商品がブランドという形態

をとって販売されている｣という｡
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それほどインチメート･アパレルにおいては,

ワコールを先頭とするメーカーのマーケテイン

グ活動が大きな影響を与えたと言える｡

日本のインチメート･アパレル業界は,特に

50年代において,繊維産業と密接な関係を持っ

ていたことも特徴的である｡ 日本の繊維産業12)

は,50年代に入ってから ｢糸-んブーム｣と言

われるほどの好況を背景に,繊維メーカーの

大々的な設備投資によって化繊 ･合繊の時代に

入った｡しかし,大手化繊メーカーの過度な設

備投資は早くも50年代前半に,生産の激増,ま

たそれに伴う新しい繊維間の競合を招いた｡ こ

の ｢繊維間競合｣は化繊 ･合繊メーカーの系列

化,｢チョップ生産｣13)をもたらした｡これは,

繊維メーカーが原糸の生産だけではなく,最終

消費者に至るまでの仝製造過程をコントロール

しようとするもので,原糸の安定的な需要先の

確保,価格維持を主な目的とした｡このチョッ

プ生産の過程で,化繊メーカーの系列化の対象

の一つとなったのが,主にランジェリーを生産

する零細なインチメート･アパレル縫製業者で

あったのである｡

このような化繊メーカーの動きは,50年代の

インチメート･アパレル業界に大きな影響を与

えた｡しかし,50年代末からは化繊メーカーの

過度な設備投資,競争による価格暴落で繊維不

況が深まり,系列化政策も再検討されたことで,

60年代にはインチメート･アパレル業界におけ

る化繊メーカーの影響も激減した｡

12) 戦後日本の繊維産業の業界状況およびインチメート･

アパレル業界との関わりについては,藤井光男 『日本繊

維産業経営史』 日本評論社,1971年,17-27ページ,

34-38ページ,112-117ページ,ダイヤモンド社編 『化学

繊維』 ダイヤモ ン ド社,1960年,216-240ペー ジ,

315-320ページ,そして1950-60年代の 『婦人公論』各号

のインチメート･アパレル製品の広告を土台に作成した｡

13) 一般にチョップ生産とは,原糸メーカーが自社工場ま

たは委託加工によって作った最終製品,ないしは原糸

メーカーが商社や加工業者と特約を結んで原糸や紡績糸

を売り渡し,一定の規格に従ってできあがった製品にそ

のメーカーのマークをつけることを許し,製品の品質に

対する責任と製品の宣伝をお互いで分担する仕組みのこ

とである (ダイヤモンド社編,前掲書,222ページ)o
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第 1図 ワコールの資本金及び売上高の推移
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出所 :村上兵衛 『ワコール物語』(槻ワコール

,1979年より作成｡2 和江商事の創業

和江商事は47年 6月,塚

本幸一氏によって京都に設立された｡当時は婦

人洋装装身具卸個人商店で,主な取扱商品は統制品

以外の装身具,壁掛,カレンダーであった｡

和江商事が女性用洋装下着メーカーとして転

身するきっかけとなったのは,49年に大宝物

産から仕入れたブラ ･パットであった｡これは

スプリングの上に綿をかぶせ,さらに全体を布

でくるん

だ単純なものであったが,関西だけではなく東京でも

好評を得た｡ワコールはこの商品の独占販売権

を獲得し,洋装下着卸商として出発した｡

49年11月,和江商事は資本金100万円で

株式会社に転換し,この頃からファンデーショ

ンの製造を始めた｡塚本氏は自らアメリカのオ

ーダー ･ブックに載ったブラジャーの写真を真

似してパターンを作 り,縫製は下請けに委ねた

｡この製品は原始的なものであったにもかかわ

らず,物珍しさから順調に売れたという14)

｡ブラジャーの売上が伸びるにつれて,下請け

の縫製工場の横流 しが発生するなど,和江商事は自ら製造を行う必要に迫られた｡しかし,資

金力の限界から直営の工場は

設けられず,50年14) 村上兵衛 『ワコール物語』株式会社ワコール,1979年,
74-75ベーン｡

2502006

iil■li;Ll50@＼

-.■腫100品5003月に足踏みミシン16台を備えた木原工場を専

属縫製工場とした15)｡和江商事 一木原工場

体制は1年ほど続いたが,その後両社の合併が成立

した｡この合併で和江商事は企画を中心に製造と販

売を共に行う製造卸型に転換 したのである16)｡その後はインチメート･

アパレル事業の拡大で,第1図のような急

速な成長を成し遂げた｡ⅠⅠ 1950年代ワコールのブランド中心

マーケテイング- 単一ブランド

による訴求-1 業界状況 ;カテゴリー間競争

インチメート･アパレル業界は業種別に見る

と,ファンデーション17)業界 (ブラジャー,ガードルなど),ランジェリー業界 (スリップ

,キャミソールなど),肌着業界の3つに分かれる18)

｡洋装下着が日本に急速に普及した1950年15) 同上

書,75-77ページ｡16) アパレル製造卸はレナウ

ン,オンワー ド樫山,山陽商会,ワールド,ワコールな

ど,一連のナショナル ･ブランドを持つ,つまり自己の

リスクで商品を企画し,生産し,卸販売するもの

で,日本アパレル業界において中核をなす (松尾武幸編著 『アパレル

業界ハンドブック』東洋経済新報社,1996年,49ペ

ージ)017) 正確にはファンデーション･ガ-メント
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代には,多数のメーカーが三つのカテゴリーに

分かれ,激しい競争を繰 り広げた｡カテゴリ一

間競争は,メーカーや消費者の洋装下着に関す

る知識の不足,そして市場規模の限界がその背

景となった｡すなわち,ファンデーションとラ

ンジェリーは本来なら直接的な競争関係にない

が,当時のファンデーション･メーカーはファ

ンデーションを,ランジェリー ･メーカーはラ

ンジェリーを,まず備えるよう宣伝 していたた

めに,カテゴリ一間競争につながったのである｡

ファンデーション業界には多数の卸商が存在

するなか,ワコールと半沢エレガンスが製造卸

型で独自のブランドを持ち,大手として浮上し

つつあった｡ファンデーション中心メーカーは,

ブラジャーとコルセットを主力商品として事業

を始め,ガードル,ランジェリーなどを次々と

導入し,やがて総合インチメート･アパレル ･

メーカーに成長した｡

ランジェリー業界では,商社を通じて零細縫

製業者を系列化した化繊メーカーが主体となっ

た｡当時,化繊メーカーは,系列でチョップ生

産された二次製品や織物に新繊維の銘柄と自社

名を付けさせ,一般消費者にそれらを認知させ

ようとした｡また,最終製品の製造業者も大手

繊維業者の銘柄を付けることで,消費者に自社

製品に対する信頼感を与えようとし19),両者の

相互依存関係が成立した｡代表的なメーカーと

しては帝人 (ティジン･アセテー ト下着),新

日本窒素 (ミナロン･アセテート･トリコット

肌着),倉敷 レイヨン (倉敷 レイヨン･クラ

レッタ下着),東洋レーヨン (東洋レーヨンの

ナイロン下着),東洋紡 (東洋紡のダイヤス

リップ)が挙げられる20)｡

各社は広告を活発に行ったが,あくまでも新

繊維の銘柄を消費者に認知させることが第一の

目的であったために,縫製メーカーのブランド

は全く現れなかった｡これら製品の流通におい

ては百貨店が主な販売経路であったが,フアン

19) ダイヤモンド社編,前掲書,226,317ページ｡

20) ( )内はブランド名｡いずれも素材メーカーのブラ

ンドである｡

63

デーション業界とは違って,百貨店による買い

取り制を主な取引形態としていた｡

肌着業界はグンゼ,レナウンが代表的なメー

カーで,ファンデーション業界同様,メーカー

が自社ブランドの下で製品を販売した｡しかし,

この業界は男性用,子供用製品も扱っていたこ

と,またメリヤス製品を中心にしていたことで,

女性用の洋装下着が全体の製品ミックスに占め

る割合が低 く,ファンデーションやランジェ

リー業界とは異なる性格を持っていた｡

50年代にはこのようなカテゴリ一間競争が繰

り広げられるなかで,インチメート･アパレル

の普及も急速に進行した21)｡以下では50年代の

競争状況下でのワコールのブランド中心マーケ

テイングの展開を詳しく述べる｡

2 生産体制･チャネルへの投資

50年代にファンデーションを扱う業者はほと

んどが小規模の卸商で,製造と販売を結びつけ

て大量生産 ･大量販売を行ったのは,ワコール

が最初であった22)｡木原工場の設備は零細的な

ものであったが,51年に京都市中京区室町に移

転した本社工場には,初めて電動ミシン,流れ

作業を製造プロセスに取り入れ,量産化に備え

た｡

55年の資料から当時の流れ作業の様相を見る

と,裁断室-部品室-縫製室-特殊ミシン一任

上室-包装室といったもので,裁断室では電気

裁断機が利用され,縫製室ではベルト･システ

21) 55年頃から女性の洋装下着が急速に普及し始め,その

現象がマスコミなどによって ｢下着ブーム｣とも呼ばれ

た (青木英夫 『下着の流行史』雄山間,1991年,214-

218ページ)｡また,その過程ではファンデーションより

ランジェリーが早 く普及し始めた｡当時の洋装下着の実

態について ｢ルポー今日の下着｣『婦人公論』1959年8月
臨時増刊号,139ページは,｢下着の付け方としては少 し
スリップ一辺倒になりすぎている｣と述べている｡また,

｢ブラジャーにおける潜在需要者数の測定｣『ワコー
ル ･ニュース』1959年 8月号, 1-3ページ もブ ラ

ジャーの普及率はランジェリーに比べて低 く,その使用

者の年齢層もブラジャーの使用者の方がランジェリーの

使用者より低いことを明らかにしている｡

22) 聞き取 り,(柵ワコール広報室 国領正雄マネージャー,

総合事業企画部 長保幸専任課長,1997年2月26日｡
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ムと各種動力ミシンが使われていた23)｡このよ

うな作業の流れは基本的には60年代までほとん

ど変わることなく,ワコールのファンデーショ

ン製造は現在でも熟練労働力に依存するところ

が大きい24)｡

ワコールの生産設備はその後も拡張し続け,

52年には下請工場のそれを含め,ミシン数が

120台にのぼった｡56年には本社工場と下鴨分

工場を統合し,設備も大々的に拡充して北野に

総合生産工場を設けた｡この北野工場は当時と

しては日本インチメート･アパレル業界で唯一

の総合生産設備を誇るものであった25)｡その後

の生産設備においては,自家工場と下請工場の

増設と共にミシンをファンデーション製造に適

合するよう,独自に改良していく作業が続いた｡

現在のような,アンダーバストとカップ･サ

イズを基準とする,ブラジャーのサイズ体系を

アメリカから導入したのも,50年代半ばのこと

であった｡さらに,既製品としての商品の均一

性を確かめるために規格部門を設け,サイズ規

格に沿って製品の生産全般をコントロールした｡

ワコールの場合,業界全体における自家生産

比率の低下傾向にも拘わらず,現在も60%の自

家生産比率 (ワコール･ブランドの場合)を

保っている26)ことから,50年代には本社が製

造をほとんど直接行っていたと予測することが

できる｡ これほど高い自家生産比率はアパレル

業界では希なことである｡ ワコールは効率的な

販売管理による在庫コスト削減で,製品の出荷

価格をある程度押さえてはいるが,直営工場で,

しかも熟練労働力を用いた製造過程は,高い生

産コスト,高価格化を伴わざるを得ない｡それ

にも拘わらず,このような生産体制を構築した

のは,ワコールには当初から価格競争で製品を

売ろうという考え方が存在しなかった27)こと

23) ｢ブラジャー ･コルセットの出来るまで｣『ワコール ･
ニュース』創刊号,1955年9月,5ページ｡

24) 聞き取り,(槻ワコール,高橋成紀広報室長,1997年5

月20日｡

25) 『ワコール ･ニュース』1956年3月号,5ページ｡

26) 聞き取り,国領マネージャー,長専任課長0

27)｢ワコール,高級路線守ってヒット,怪物商品に直/

が基本にある｡

しかし,直営工場で高品質の商品を大量生産

するだけでブランドが構築できるわけではない｡

消費者が特定のブランドに対して示すロイヤル

ティは,その品質の良さだけでは説明できない

からである｡ チャネルも,単に効率的に商品を

供給する意味を持つだけではなく,チャネルの

選択,その運営方式によってブランド･ロイヤ

ルティ形成に大きく影響する｡

50年代,ワコールの販売チャネルにおいては,

百貨店が大きな割合を占めていた｡当時の日本

のアパレル流通において,百貨店は唯一の総合

衣料店であり,ファッションをリードする存在

であった｡百貨店で売られること,それ自体が

ワコール･ブランドのイメージを大きく引き立

てるものであった｡また,他の小規模の小売店

との取引開拓においても百貨店との取引は有利

に作用した｡

ワコールはブラジャーの製造を始めた頃から

百貨店への納品を望んでいたが,容易ではな

かった｡50年に京都高島屋が新店舗の拡張を行

うという情報を得た塚本氏は,すでに青山商店

の納入が決まっていたにも拘わらず,京都高島

屋の担当者を説得し,両社に売場のケースを一

個づつ与えた上で, 1週間の両社の売上を基準

に最終的な結論を出すようにした｡この一週間

の競争でワコールの売上が青山商店のそれをは

るかに上回り,百貨店進出の基盤が作られた｡

京都高島屋との取引を開いた翌年には大阪に

出張所を設け,阪神方面の百貨店を次々と取引

先として開拓していった｡52年には東京に,56

年には福岡に出張所を開設し,60年を前後に百

貨店を中心とする全国的な販売網を構築するに

至った28)｡ワコールがこのように短期間で百貨

店販売網を構築できたのには,当時の急速な経

＼営工場の技｣『日経ビジネス』1996年10月14日,47ペー
ジ｡さらに,聞き取 り (国領マネージャー,長専任課

長)によると,当時,塚本社長は,｢値段が安いという
のを売り物に商売をするんじゃない｣という方針を強調

していたという｡

28) 『ワコール･ニュース』新宿支店新設記念特別号,

1962年,4ページ｡
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済成長,洋装の普及など外部的要因と,直接的

には百貨店の多店舗展開に起因していたと推測

できる｡

ワコールと百貨店との取引は形式的には買い

取 りであったが,実際には委託販売で販売員ま

で派遣する直営方式であった｡このような委託

販売,店員派遣を行ったのはワコールだけでは

なく,当時の百貨店が納品業者に対して,買い

取 り契約でありながら返品を行った上,店員派

遣をも強要することは珍 しくなかった29)｡反発

する業者もいたが,一群のアパレル ･メーカー

は,店舗を直接管理できることを利用して自社

から積極的に店員を派遣 し,それをベースに自

社ブランドを育てていったのである30)｡ ワコー

ルも当初から派遣販売員の役割を重視していた｡

当時の日本では全く新しい商品であったファン

デーションの販売には,その用度や着用法など

を顧客に説明する派遣販売員の役割が大きかっ

たのである｡ ワコールは彼女らを納品及び販売

の責任者としてだけではなく,消費者教育,商

品開発の情報源として大いに活用した｡現在で

もコンサルティング販売方式の下で約3,500人

もの販売員を正社員として抱えている31)｡

一般小売店及び専門店に対しても,ワコール

は一部の地域を除いて問屋を通さず直接商品を

流すダイレクト方式を採択した｡50年代の前半

には洋装下着の専門店が存在しなかったために,

町の化粧品屋あるいは洋服屋などの一般小売店

の一角でファンデーションも扱ってもらう,と

いう状況であった｡

50年代後半からは下着専門店が広がり始めた｡

ワコールはこのような専門店の活性化を通じて

販路を広げるために,店舗設計やディスプレー

29) 松尾武幸編,前掲書,33ページ｡

30) アパレル業界において,委託販売を最初に導入したの

はオンワー ド樫山であった｡木下明浩氏は,｢樫山のブ
ランド構築とチャネル管理の発展｣(近藤文男,中野安

編著 『日米の流通イノベ-ション』中央経済社,1997年,

115-135ページ)で,委託取引と派遣販売員を基礎とし

たアパレル ･メーカーと百貨店間のチャれレ関係,およ

びチャネル関係を前提にしたアパレル･メーカーのブラ

ンド創造を歴史的に分析した｡

31) 聞き取り,高橋成紀広報室長｡

第 2図 1972年のワコールの流通経路
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出所 :『有価証券報告書』(輔ワコール,1972年より作

成｡の指導,地域別担当のファッション･コーディネータ

ーの定期的派遣など,様々なディーラー･ヘルプス活動を行っ

た｡また,小売店に洋装下着とその販売に関する知識を伝達

し,自社製品を紹介することを主な目的とする,社外報の

『ワコール ･ニュース』をも発行,配布した32)｡

ワコールは一般小売店や専門店に対して,景品セールス,

報奨制度,旅行への招待などのプロモーション政策は一切取ら

なかった｡このような政策は,長期的には自社ブランドを

傷つけ,競争力を弱

化させると判断したためである33)｡50年代の流通経路

別売上高に関する資料の入手が困難なため,当時の小売業態別取引割合
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を百貨店が占めていたと推測できる｡

3 コミュニケーション活動

50年代,ワコールのコミュニケーション活動

においては,広告,PR,啓蒙活動が中心 と

なった｡特に当時は洋装下着が日本でようやく

一般大衆に紹介され始めた時期であったために,

消費者とのコミュニケーションは洋装下着の需

要を創出する意味をも持っていた｡

洋装下着の普及は洋装化と同時には進行しな

かったことを前述 したが,洋装下着の中でも特

にファンデーションは普及が遅れていた34)｡こ

のような状況で,ワコールは早くも52年に下着

ショーを大阪の阪急デパートで開き,54年まで

に全国各地で下着ショーを行った｡下着ショー

は何処でも大盛況で,全国に販売網を広げるこ

とにも役立った｡これは,基本的にファンデー

ションの必要性と着用方法を一般に知らせるこ

とが目的で,自社商品の宣伝も兼ねていた｡

女子高校や50年代にブームになった洋裁学校

では下着教室を開いた｡当時のファンデーショ

ンの需要層が若い層であったことで,卒業前の

女子学生はワコールにとって重要な潜在顧客で

あった｡洋裁学校の学生も基本的に洋装に高い

関心を持っているということでターゲットに

なった｡全国を巡回する下着教室は60年代にも

続けられ,68年には約12万名 (女子高卒全体の

4分の1)が講義を受けた35)｡

ワコールの下着ショーや下着教室を主にした

啓蒙活動は,数多くの女性に初めて洋装下着と

接する機会を与えるものであった｡それは現在

でも消費者に根強い ｢下着はワコールなら安心｣

という認識形成の一因になったと評価できる｡

広告は53年から行った｡媒体としては ｢スタ

イル｣｢装苑｣｢ドレスメーキング｣などの洋裁

34) 1955年頃のファンデーションの普及率は,一人一枚で

計算しても9%にす ぎなかった (塚本幸一 ｢ファンデー

ションの本質｣『ワコール ･ニュース』1955年10月号,
1ページ)0

35) 高原須美子編 『消費者対策論』(経営資料集大成17,

Ⅳマーケテイング編)日本総合出版機構経営出版事業部,

1968年,122ページ｡
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雑誌と ｢婦人公論｣｢婦人画報｣｢若い女性｣な
どの婦人雑誌が利用された｡その内容はワコー

ル製品の差別性を詳細に説明するというよりは,

ファンデーションの必要性を直接に訴えるもの

が多かった36)｡また,必ず ｢ワコール ･ブラ

ジャー｣｢ワコール ･ガー ドル｣という形で,
ブランド名とジェネリックを一緒に訴求してい

たことも注目すべき特徴である｡

広告だけではなく,女性雑誌-の洋装下着関

連パブリシティ,｢私のおしゃれ｣などテレビ
番組の提供,各種ダイレクト･メールの発送な

ど,あらゆる方法で PR活動を行った｡

4 消費者組織

コミュニケーション活動の一環として,中心

需要層のブランド･ロイヤルティ形成を促す役

割を果たしたのが消費者組織である｡ ワコール

は54年から消費者組織 ｢ワコール友の会｣を設

け,商品に申し込み用の愛用者カードを同封す

る方法で会員を募集した｡ワコールは会員と

なった人を潜在的愛顧者と見なし,記念品や季

刊 ｢私のおしゃれ手帳｣などのダイレクト･

メールを定期的に発送した｡この消費者組織は

資生堂の ｢花椿会｣を真似したものであった｡

｢花椿会｣は固定顧客の育成を目的とする消費

者組織として代表的なものであり,その形態,

運営方法は多くの企業に模倣された37)0

資生堂の ｢花椿会｣は資生堂化粧品の固定顧

客を育てると共に,主な流通経路であるチェー

ン･ス トアの経営を安定させることを目的とし

て設けられた｡一方,委託販売を行う百貨店を

主な流通経路としていたワコールにとって,潤

費者組織の目的は唯一,消費者がワコール ･ブ

ランドに対するロイヤルティを持つよう誘導す

ることであった｡顧客の管理においても,｢花
椿会｣はチェーン･ストアを通じて管理された

が,｢ワコール友の会｣は本社によって直接管

36) 『ワコール ･ニュース』1955年10月号に掲載されたワ

コールの広告コピーは,｢ワコールのブラジャー ･コル
セット,貴女の ドレスをより美しくするばかりでなく,

洋装にはなくてほならないものです｣から始まっている｡

37) 高原須美子編,前掲書,3ページ｡
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理された｡

｢ワコール友の会｣の会員は55年にすでに1

万人を越えた｡友の会の会員になった消費者は,

洋装下着に強い関心を持つ,当時の実質的需要

層であったと見ることができる｡ ワコールは友

の会の会員を対象とする消費者調査をも行い,

その年齢分布,職業,愛読紙などを把握し,広

告などのデータ源として活用した38)｡会員を対

象とする調査を行ったことは,彼女らを自社の

重要な顧客として認識していたことを裏付ける

ものである｡ワコールはこのように広告や PR

活動に加え,中心需要層を組織化することに

よって,ロイヤルティを持つ顧客を育て上げる

よう努めたのである｡

そしてワコールにロイヤルティを持つ顧客の

存在は50年代末から確認できる｡｢ワコール･
ニュース｣でその実態を見ると,｢昨年 (57年)
の春からワコール下さいと指名されて来られる

方が非常にふえました｡そしてわざわざ自分で

ワコール･フアンですとおっしゃる方もござい

ます｣,｢今年のお正月もお客様から直接宣伝課
へ年賀状が沢山来ました｡昨年はこんな事はな

かったのですが,たしかにワコールのフアンは

ふえました｣39),｢現在でも相当多くの銘柄指名
の顧客があるが,今後はおそらく銘柄,品番,

サイズを定められ,一つの品が自分に完全に

フイットすると常時それだけ使用される方が増

38) 50年代の調査結果による,会員全体の年齢分布は
16-30才であるが,19-21才の割合が50%で非常に高い｡
職業では会社員と公務員が31.4%,学生が29.6%,家庭
主婦が22%で,社会的に活動する若い年齢の女性が洋装
下着利用者の大分を占めていたことが分かる(西村恭一
｢消費者の実態｣『ワコール.ニュース』1955年10月号,
7-8ページ,11月号,9ページ,12月号,6ページ).
また,会員を対象にした調査では｢ワコールの広告を見
たことがありますか｣｢ワコールのマークは知ってまし
たか｣という質問を加えている｡その結果を見ると,広
告を見たことがあると答えた会員は,55年の42.1%から
58年には63.4%へ,マークをみたことがあると答えた会
員は56.7%から71.5%-と,いずれも洋装下着の普及初
期の段階としては大きな伸びを示している(西村恭一
｢消費者の実態｣『ワコール･ニュース』1956年2月号,
8-9ページ,1958年11月号,12ページ)｡
39) ｢座談会,下着売場のうらおもて｣『ワコール･ニュー
ス』1958年4月号,3ページ｡
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えて来るのではないかと思われる｡ユ01番,103

番等は他社にも類似品が相当に多く出廻って居

るが,絶対ワコールのでなければ合わないとが

んばる顧客には,まったく涙がでる程感謝して

いる｣40)という記述が残されている｡

ここでのワコール･フアンとは,ワコール ･

ブランドにロイヤルティを示す顧客を意味する｡

ワコールがこのような顧客の確保を意識してい

たことは明らかであると言えよう｡

5 単一ブランドによる訴求

50年代のワコール･ブランドは,上記のよう

に ｢ワコール｣単一ブランドで訴求したこと,

そして ｢ワコール ･ブラジャー｣｢ワコール ･
ガードル｣といったように,ワコールとジェネ

リックを同時に訴求したことを特徴とする｡ こ

の時期はランジェリー業界とのカテゴリ一間競

争が繰り広げられたこと,洋装下着に関する消

費者の知識が非常に乏しかったこと,さらにワ

コール･ブランドの認知度がまだ低かったこと

がその原因であると考えられる｡

ワコール･ブランドは53年に従来のクロー

バー ･マークに代わるものとして使われ始めた

ものである｡ ワコールは当初,婦人洋装装身具

卸商の時代からクローバー ･マークを使ってい

たが,53年に名古屋の森本本店から商標権侵害

で訴えられた｡森本本店は小間物,雑貨を取り

扱う会社で戦前からクローバーを商標として

使っていた｡

｢ワコール｣とは和江商事の ｢和江｣に
｢留｣を付け,かたかなで表記したもので,英

文字の表記も ｢Wakoru｣ではなく,｢Wacoal｣

にした｡表記をかたかなや英文字にしたのは,

消費者である女性のおしゃれ感覚にアピールす

る狙いがあったという41)｡色は目立つよう黒と

黄色が使われた｡

57年には社名を商標の ｢ワコール｣と同一の

40) 大塚順子 ｢ある女子販売員の手記｣『ワコール･
ニュース』1958年11月号,6ページ0
41)塚本幸一｢貫く一私の経営理念｣立命館大学経営学特
殊講義,1996年10月18日｡
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｢ワコール株式会社｣に変更 した｡社名 もワ

コール単一ブランドに統一したのである｡その

理由は和江商事より知名度の高い ｢ワコール｣
を社名にも使 うことで,消費者または取引先と

のコミュニケーションを効率的に行うと同時に,

｢ワコール｣の知名度を一層高めるためであっ

た 42)｡

ⅠⅠⅠ 1960年代ワコールのブラン ド中心

マーケテイング

- 初期ブランド･システムの形成-

1 業界状況 ;ブランド間競争

1950年代末からの化繊不況によるランジェ

リー業界の低迷と,ワコールを中心とするファ

ンデーション･メーカーの成長によって,60年

代にはファンデーション･メーカーのブランド

間競争がインチメー ト･アパレル業界の中心と

なった｡

ファンデーションの需要は60年代を通 じて拡

大し続け,63年から66年においては年30%の高

い増加率を記録 した43)｡ファンデーションの高

い成長率は,50年代においてはファンデーショ

ン業界 と別の独立的業界を形成 していた肌着

メーカーのファンデーション事業への参入をも

たらした｡肌着メーカーは60年代に入 り,その

主力商品であるメリヤス肌着,靴下の需要が頭

打ちとなったため,海外有名ブランドと提携 し,

ファンデーション事業に次々と参入,ブランド

間競争に加わった｡

まず,64年には厚着ナイロンがシームレス ･

ス トッキング,肌着の既存販売網を基盤にファ

ンデーション事業に参入した｡65年にはレナウ

ンがリリ･オブ ･フランス社との資本提携でレ

ナウン･リリ社を設立,｢レナウン･リリ｣ブ

ランドでファンデーション事業を始めた｡内外

もカイザーロス社 と技術提携 し,｢ナイガイ｣

42) このように,商標として始まったが認知度の上昇で企

業名化 したブランドは ｢ワコール｣だけではなく,

｢キッコーマン｣(旧野田醤油),｢キューピー｣(旧中島
董商店)などが挙げられる｡

43) ｢波乱のファンデーション業界｣『洋品界』1966年4月
号,71ベーン｡

ブランドのファンデーションの販売を始めた｡

グンゼがファンデーション事業を始めたのも65

年で,販売は主に全国のグンゼ特約店を通 じて

行った｡

現在,国内で販売されているブランドとして

ワコールの第一の競争相手と言える トリンプ ･

インターナショナル ･ジャパ ン (当時はイン

ターナショナル ･ファンデーション ･アンド･

ガ-メント,以下 Ⅰ･F･Gと略す)が参入 し

たのは64年であった44)｡Ⅰ･F･Gは トリコッ
ト･メーカーのカロリナ社が ドイツの トリンプ

社と資本提携で設立したもので,百貨店を主な

販売先 として ｢トリンプ｣ブラン ドのファン

デーションを販売 した45)｡

一方,ファンデーション専業メーカーも海外

ブランドを導入した｡半沢エレガンスとカネボ

ウの合併で63年に設立されたカネボウ ･エレガ

ンスが64年にワ-ナ-と,ワコールが63年に

ピーターパンとそれぞれ提携 し,これらのブラ

ンドを国内に紹介 した｡しかし,専業メーカー

は販売において,あくまでも自社ブランドに重

点を置き,海外ブランドが総売上に占める割合

はそれぞれ10%と5%にすぎなかった46)｡

このような状況のなか,百貨店を共通の販売

先として激しい競争を繰 り広げたのは,ワコー

ル,カネボウ ･エレガンスの従来の専業ブラン

ドと, トリンプ,レナウン･リリ,そしてナイ

ガイの,海外メーカーとの提携ブランドであっ

た｡ しかし,後発の提携ブランドは,すでに専

業メーカーが支配していた百貨店売場の獲得に

苦戦 していたために,60年代における売上は専

業ブランドの売上には及ばなかった｡事実,67年

44) 日経産業新聞編 『市場占有率 '97』日本経済新聞社,

1996年,258-259ページによる｡婦人下着市場における

占有率は,ワコールが240/0,セシールが10.7%,シャル

レが7.2%, トリンプが6.2%,そしてグンゼが5.6%の

順であった｡本稿では,対象顧客,流通形態,ワコール

での聞き取り調査結果を考慮してトリンプを第一の競争

相手として位置づけた｡

45) 60年代における業界状況については,｢波乱のファン
デーション業界｣『洋品界』1966年4月号,69-74ページ
を参照した｡

46) ｢海外提携品の実績レポート｣『洋品界』1967年3月号,
97ベーン｡



ブランド中心マーケテイングとブランド･システム

第3図 ワコールの現在のブランド階層図

企業ブランド レンジ･ブランド 商品ライン･ブランド
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㈱ワコール

studioV (別会社) HANR

Oなどの輸入ブランド 品番ven

to/Saluteなど(

コーディネート･ブランド)SlenderBra/G

oodUpBra一 品番(

コーディネート･ブランド)T-shirtBra/H

ipStar 品番(機能性を強調する単品

中心ブランド)品番品

番STUDIOFIVE出所 :(槻ワコール総合事業企画部からの聞き取

りと売場調査などより作成｡の全国百貨店にお

けるファンデーションの売上高では,ワコールが全体の50

%を占めていた47)｡2

生産･チャネル･宣伝活動第1図で示したよ

うにワコールは60年代に売上,資本金ともに急速

な成長を成し遂げ,64年9月には株式二

部市場-の上場も果たした｡60年代に入り,

既存の設備では生産が販売に追いつかず,62年

から8年間に渡って設備の大拡充を行い,京都

市内にインチメー ト･アパレルの製造設備とし

ては東洋一規模の本社工場を建設した｡また,6

3年には静岡県三島にワコール縫製株式会社と

縫製工場を設立した48)｡販売経路においては

,50年代同様百貨店を中心としつつ,専門

店育成のための活動も続けていた｡60年代は日

本において量販店が急速な広がりを見せた時期

であり,これらの量販店は衣料品,特に標準

的な実用品の肌着,ランジェリーなどの販売に積極

的であった49)｡しかし,ワコールが量販店と

の取引を始めたのは70年代47) 村上兵衛

,前掲書,223ページ｡48) 村上兵衛

,前掲書,198ページ｡49) 中込省三 『日本の衣服産業』東洋経済新報社,1975年,

148-149ページ｡ に入り,量販店で

扱う衣料品がある程度高額化した時期からであっ

た｡60年代には PB製品の販売などを一切

行わず,量販店との取引を避けていた｡その理

由は量販店との取引がワコールの事業方針に合

わなかったこと,そして百貨店から抗議を受

け,百貨店売場を失 う恐れがあったことである50

)｡事実,国内の直営工場で生産を行っていた

ワコールとしては,当時の量販店で販売されて

いた価格帯の製品を生産することは

困難であったと推測できる｡広告においては,6

4年に初めての新聞広告を,65年にテレビ･ス

ポット広告を実施 し,女性誌-の広告も続けた

｡また,日本女性の理想的プロポーションと

して ｢ゴールデン･プロポーション｣を発表するなど,

パブリシティも続けた｡3 ワコ

ールの現ブランド･システムワコールにおい

て現在のようなブランド･シ50) 聞き取り,国領マネージ

ャー,良専任課長によると,｢ワコールをはじめ百貨店

の納入業者は量販店なんかはつき合えないね,という反

応がありました｡というのは量販店とつき合ったアパレ

ル ･メーカーは百貨店から,｢お宅量販店とつき合っ

てるの｡なら,もう要らないよ｣と言われると困るので量販店にあまり出なか
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第4図 ワコールのチャネル別ブランド･システム
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STUDⅠ0円Vは年齢･ライフスタイルによるコーディ

ネート･ブランド輝 凝腰は機能性を強調する単品中心ブランド< > はブランド別流通経路商品を価格によってbest,better,moderate,po
pular,cheapの5つに分けた場合,輸入ブランドと｢studioV｣はbest,｢ワコール｣はbestからmoderate, ｢ウイング｣はmoderate,そして ｢プリリ｣はpopularを主に扱うこ

とで区分できる｡出所 :(槻ワコール総合事業企画

部からの聞き取りと売場調査などより作成｡ステムの原型が作 られたのは,60年代において

である｡60年代 の商品 ライン ･ブラン ド-ワ

コールという初期ブランド･シ

ステムに対する理解を深めるために,まず現

在のブランド･システムの現況を概括 してお く｡

第 3図 と第 4図は現在のワコールのブラン

ド･システムを示す ものである｡ ここで,｢ワ

コール｣は企業ブランドであ り,レンジ ･ブランドで もある

｡｢ウイング｣ と ｢プリリ｣はそれぞれ moderate市場,popular市場 を ター

ゲットとするレンジ ･ブランドである｡ワコー

ルの場合, レンジ ･ブランドは主に価格構成に

よって区分されている｡ また,多数の商品ライ

ン .ブランドがあ り,それらは消費者の年齢 ･

ライフスタイルに基づ くコーディネー ト･ブラ

ンドと,機能性 を強調する単品中心ブランドに

区分できる｡百貨店などにおけるワコールの売

場構成では,コーディネー ト･ブランドに

よって区分けされているが,広告宣伝においては

単品中心ブランドが主役 となる場合が多い｡

50年代の ｢ワコール｣単一ブランドから現在

のようなブランド･システムに変化するにおい

て,第-の転機 となったのが60年代である｡こ

の時期に初期ブランド･システ
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第5図 1960年代の初期ブランド･システム及び

代表的商品ライン･ブランド

企業ブランド 商品ライン･ブランド

ワコール1- タミ-ガードル,ウイングブラなど一一 品番

代表的な商品ライン･ブランド

1961年 ベルフラワーブラ

62年 ファイブルック･キャンペーン

63年 ブルーリボンブラ,スペシャルV

64年 ストレッチブラ,ストレッチガードル,ヒップアップガードル

65年 タミ-ガードル

66年 フルストレッチブラ,ウイングブラ

出所 :『ワコール ･ニュース』1961-70年各号より作成｡

4 商品ライン･ブランドの登場

60年代には第5図で示すよう,シーズンごと

に新しい商品ライン･ブランドが登場し,初期

ブランド･システムを形成 した｡第5図で挙げ

た商品ライン･ブランドはファンデーション･

ブランドの代表的なものであるが,ほとんどが

新しい素材または技術を利用したものである｡
まず,ベルフラワーブラはナイロンタフタと

いう新素材を使用した製品である｡50年代まで

はファンデーションの素材として綿布あるいは

ナイロンが使用されたが,60年代に入るとナイ

ロンタフタのような合成繊維が用いられたので

ある｡

ファイブルックキャンペーンは用度やタイプ

によってブラジャーを5つのグループに区分 し

た商品で,消費者の選び安さを追求したもので

ある｡

ブルーリボンブラは立体製図という新技術を

基に開発されたものである｡この技術はワコー

ルが開発したもので,出来上がった製品を全体

的に力のバランスの取れた圧迫感の少ないもの

にするという｡ ワコールはこの技術を利用 して

27種の製品を商品化 し,それらにブルーリボン

ブラという商品ライン ･ブランドを付けたので

ある｡

ス トレッチブラ,フルス トレッチブラ,ウイ
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ングブラはいずれも弾性繊維51)を用いること

で伸縮性,着用感という機能を改善したもので

ある｡ ス トレッチブラは肩紐だけに弾性繊維を

使ったもの,フルス トレッチブラは全体に弾性

繊維を使ったものである｡また,ウイングブラ

は一つの製品に3種類の弾性繊維を使い分けた

ものである｡

ガー ドルにこの弾性繊維を用いたものがスペ

シャル V,ス トレッチガー ドル, ヒップアッ

プガー ドル,そしてタミ-ガー ドルである｡ こ

れらも優れた伸縮性という機能を基本に,お腹

を押さえるなどの副次的機能を加えることで登

場させたブランドである｡ すなわち,弾性繊維

という素材を基本にしながら,それを応用する

ことで毎シーズン新 しい商品ライン･ブランド

を登場させたのである｡

このように,60年代に登場 したブランドは新

素材,新技術を使用することで技能面での差別

化を図ったものがほとんどで,広告においても

第6図のタミ-ガードルの広告で見るように機

51) 弾性繊維は従来のゴム素材に代わって,身体を補整す

るというファンデーションの基本機能を果たすよう1960

年にデュポン (DuPont)社によって開発された｡弾性

繊維を使ったファンデーションはゴムを使ったものとは

違って薄い生地で,圧迫感が少ないが,身体をサポー ト

する能力はゴム素材に劣らないという｡ワコールはこの

素材を日本で初めてファンデーションに導入した｡
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第6図 ｢タ ミ-ガー ドル｣の広告,『婦人公論』1966年6月号より｡

ワコールが生んだ世界の(タミーガードル)

お
な
か
ひ
っ
こ
む

1博吉年中指溝く日･i*･Jt･仏･fP･西独･加〉初夏の街 を行 く美 しい

ル ックスはくタ ミ～〉/ワコールくタ ミ-ガー

ドル〉でおなかをきれいにひきしめてヒップもアップ｡

軽いつけ心地｡みちがえるほとステキfJ.

1プロポーシ ョンT･す｡●タ ミ-ガー ドルは奇跡の糸オベ ロン使

用01600円 ～2300円 ｡ ●写共の商品は558番1600円. ⑬

++ガード')レ下蒲のi副書相談空くメールコンサルタント)の用紙をお申し込みく1_Jさい.東京



ブランド中心マーケテイングとブランド･システム

能性を訴求点としていた｡60年代のワコールの

広告は,このように特定商品ライン･ブランド

の機能を宣伝するものが多い｡一方,ワコー

ル ･ブランドは,第6図が示すように,これら

の商品ライン･ブランドの広告に必ず登場する｡

本稿で60年代に商品ライン･ブランドーワコー

ルのブランド･システムが形成されたと評価す

るのは,そのためである｡

これらの商品ライン･ブランドはまた,上記

のようにシーズンごとに切り替えることが通常

であった｡ただ60年代に販売が好調であったタ

ミ-ガー ドル52)とウイングブラにおいては70

年までも販売及び広告宣伝を続け,タミ-ガー

ドルは現在も販売されている｡

5 初期ブランド･システム形成の背景

60年代に商品ライン･ブランドーワコール ･

ブランドという初期ブランド･システムが形成

された背景を考察するにおいては,商品ライ

ン･ブランド登場の背景だけではなく,それに

も拘わらずワコール ･ブランドを同時に訴求し

た背景をも考えなければならない｡

商品ライン･ブランド登場の背景としては,

まず新素材,または新製造技術の登場が挙げら

れる｡ ワコールは新素材または新技術を基に製

品を開発し,それらの製品と従来の製品との差

別性をより強調するために商品ライン･ブラン

ドを導入したのである53)0

さらに,50年代のカテゴリ一間競争とは違っ

て,60年代においてはブランド間競争が繰 り広

げられたことをも背景 として挙げられる｡ ワ

コールは他社製品とは異なる自社製品の機能的

差別性を消費者に強 く訴えるために商品ライ

52) 商品ライン･ブランドごとの売上高に関する資料は得

られなかったが,『ワコール ･ニュース』1966年 9月号,
6ページ,によると,タミ-ガー ドルはガー ドル全体の

売上を1.5倍に引き上げるほど販売が好調であった｡

53) ワコールは商品ライン ･ブラン ドの狙いを,｢最 も

オーソドックスであり,かつ機能的に完成された一部の

新製品にブランドを付け,これに依って消費者の製品に

対する観識眼を養って頂 く｣ことであると述べている

(堀江昭二 ｢61年新製品について｣『ワコール ･ニュー
ス』1960年11月号, 5ページ)｡
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ン･ブランドを導入し,さらにそれを毎年切 り

替えていたと推測できる54)｡

一方,ワコール ･ブランドの訴求を続けたこ

との背景としては,これらの商品ライン･ブラ

ンドがシーズンごとに切 り替えられるもので

あったために,ワコール ･ブランドを同時に訴

求することで消費者に保証を与える必要があっ

たことが,まず考えられる｡ またこのことから,

ワコールは各商品ライン･ブランドを長期的に

育て上げることはあまり意識していなかったと

言えよう｡ すなわち,ワコールは各商品ライ

ン･ブランドごとの顧客というよりは,ファン

デーション･ランジェリーの総合メーカーとし

て,50年代からの活動を通 じて育ててきたワ

コールの顧客を維持,拡大することを意図して

いたと判断できる｡

広告宣伝においても,ワコールは全ての商品

ライン･ブランドを扱うブランドとしてのワ

コールを強調するものや,自社が日本で唯一の

ファンデーションとランジェリーを総合的に扱

う信頼できる企業であることを強調する企業イ

メージ広告を行った｡

とは言え,このような広告によって消費者が

ワコール ･ブランドを ｢企業ブランド｣として

認識していたとは必ずしも言えない｡なぜなら

ば,当時はまだ,ワコール ･ブランドは企業ブ

ランドとしてではなく,ファンデーションの代

表的な商品ライン･ブランドとして数多くの消

費者に認識されたとも考えられるためである｡

もう一つの背景として,60年代にも主力流通

経路であった百貨店における売場形態が挙げら

れる｡ 商品ライン･ブランドを含むワコール全

製品の百貨店における販売は,委託取引を基礎

に,平場における単品展開ではなく,ワコール

のコーナー売場または独立のケースで行われた｡

従って,特定の商品ライン･ブランドを指名買

54) 実際,この時期には各社がファンデーション関係の実

用新案特許を次々と登録し,メーカー間の特許をめぐる

争いも頻繁に展開された (｢波乱のファンデーション業

界｣『洋品界』1966年 4月号,73-74ページ)｡これは当
時のファンデーション業界において,製品の機能性が主

要な競争手段であったためであるといえよう｡
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いする意図を持つ消費者が存在しても,実際の

購買は百貨店のワコール売場で行わなければな

らなかった｡また,百貨店の下着売場で最終選

択を行う消費者に対 しても,まず彼女らをワ

コール売場に誘導しなければならなかったので

ある｡

終 わ りに

以上でワコールの1950-60年代を中心にブラ

ンド中心マーケテイングの展開を考察し,その

中でブランド･システムの形成プロセスを分析

した｡

ワコールは50-60年代を通じて,ワコール ･

ブランドにロイヤルティを示す顧客を確保する

ようマーケテイングを展開した｡そして顧客の

ロイヤルティ確保を意識していたことは当時の

生産体制,チャネル,宣伝活動-の投資に影響

を与えた｡価格競争ではなく,高品質の製品を

提供することで長期的顧客を獲得するという方

針の下,直営工場で熟練労働力を用いた生産体

制が築かれた｡ チャネルにおいては直営の百貨

店売場を中心に,派遣販売員によるコンサル

ティング販売が基軸となり,一般小売店や専門

店に対しては様々な支援活動が行われた｡宣伝

活動への投資も活発で,特に啓蒙活動はワコー

ル･ブランドに対する消費者の信頼形成を促し

た｡ワコール ･ブランドにロイヤルティを示す

顧客の確保は,このような生産体制,チャネル,

宣伝活動への差別的投資が行われて初めて可能

になったのである｡

ワコール ･ブランドは50年代の単一ブランド

による訴求から,60年代のブランド･システム

による訴求-と変化 した｡50年代にはワコー

ル･ブランドの認知度を引き上げ,消費者また

は取引先とのコミュニケーションを効率的に行
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うよう,企業名もワコールに統一するなど,早

一ブランドによる訴求が中心となった｡この時

期にはまた,消費者の洋装下着に関する知識が

乏しいことでジェネリックとの同時訴求も一般

化していた｡

60年代には,新素材,新技術の開発,そして

激しいブランド間競争を背景に,数多くの商品

ライン･ブランドが登場した｡これらは機能的

差別性に重点を置いたものがほとんどで,その

差別性を強調するために,従来の品番ではなく,

独自の商品ライン･ブランドが付けられたので

ある｡ また,同一の素材または技術を基にする

ものであっても,応用または変形を加え,商品

ライン･ブランドをシーズンごとに切り替える

ことで,前シーズンのものとの差別性を強調し

た｡さらに,ワコールは各商品ライン･ブラン

ドの訴求を,常にワコール ･ブランドと同時に

行った｡

このように,50-60年代のワコールのブラン

ド中心マーケテイングにおいては,現在の企業

ブランドであるワコールが長期的顧客の確保,

維持の主役となり,各商品ライン･ブランドは

一時性の強いものに止まっていたのである｡

本稿はワコールの50-60年代の分析に止まっ

たことで多くの課題を残す｡まず,ワコールに

関しては,70年前後の流通構造の変化による,

ブランド･システムの進化に対する分析が必要

である｡また,ワコールとは異なるブランド･

システムの変遷を示す事例に対する研究も重ね

て行わなければならない｡これらの研究におい

てもブランド中心マーケテイングを念頭に置き

ながら分析し,最終的にはブランド･システム

変遷の類型化を行い,そのうえでブランドの本

質を究明することを研究課題としたい｡


